
平成26年度第2回  静岡市障害者自立支援協議会　会議録

１　日　時　　　平成27年2月3日（火）　午前10時から午後0時15分まで

２　会　場　　　静岡市葵区追手町５番１号
静岡市庁舎17階　171・172会議室
３　出席者　　　

委員  江原勝幸委員/会長、鈴木眞知子委員、畠山直史委員、山本忠広委員、望月晃次

委員、長谷川浩志委員、浅野一恵委員、檜垣智郎委員、青野全宏委員、荒田眞理子委員、大川紀美子委員、中村文久委員、佐野可代子委員、松井和泉委員、
西尾陽子委員

事務局  村岡福祉部長、田形障害者福祉課長、内山児童相談所長、杉山保健所清水支所長、小村葵福祉事務所生活支援課障害者支援担当課長、 松田駿河福祉事務所生活支援課障害者支援担当課長、内藤清水福祉事務所生活支援課障害者支援担当課長、河本学校教育課長
相談支援事業所　
静岡市障害者相談支援推進センター、障害者生活支援センター城東、アグネス
静岡、静岡市支援センターなごやか、サポートセンターコンパス北斗、
静岡医療福祉センター児童部地域支援・相談室「やさしい街に」、ひまわり事業

団ピアサポートセンター、地域生活支援センターおさだ、清水障害者サポート

センターそら、障害者相談支援センターわだつみ、はーとぱる

４　傍 聴 者　　なし
５　議　　題　

(１）平成２６年度静岡市障害者相談支援事業評価結果について
（２）平成２６年度静岡市障害者自立支援協議会部会報告について

（３）行政区障害者相談支援連絡調整会議地域課題について

６　報告事項　　

（１）第４期静岡市障がい福祉計画案について
７　会議内容

（１）開　会
（２）資料確認・日程説明
（３）議事・会議の成立確認

（４）会議公開の了承
〇江原会長　それでは、ここから議長を務めさせていただきますので、よろしくお願いします。
本日の会議について、事前の傍聴希望者はありませんでしたが、本日の議題については、非公開とする内容ではありませんので、傍聴を認めることとしますが、よろしいでしょうか。

【異議なしであることを確認】

〇江原会長　ありがとうございました。
　それでは、傍聴を許可することにします。

〇中村委員　済みません、会長。一言、意見を述べさせていただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。

〇江原会長　はい。
〇中村委員　冒頭、一言の私の意見を述べさせていただきます。

自立支援協議会委員の方の中で、現在、民事ではあるけれども、訴訟の被告という立場におられる方がいます。それがいい悪いということではないが、訴訟の内容を拝見すると、原告の方から虐待という問題があると提起されている。虐待を防止すべきこの自立支援協議会の中の方が、そのような立場に置かれているということを、誠に私としては遺憾に思っている。

　私も含めて、相談支援に関わる者として、きちんと襟を正すということが必要だと思います。私も含めて今後、特にこういう問題についてはきちんと対応していくべきだと思っている。
これは私の意見でございますが、一言申し上げさせていただきました。
○江原会長　ご意見として承りたいと思います。
（５）議題　
【議題(1) 平成26年度静岡市障害者相談支援事業評価結果について】
〇江原会長　それでは、最初の議題として、平成26年度静岡市障害者相談支援事業評価結果について、ご審議願います。

事務局から説明をお願いします。

（障害者福祉課　海野主幹兼係長より説明・別紙資料のとおり）

〇江原会長　ただいまの説明に対して、質問・意見等はありますか。
〇中村委員　評価資料の中で、困難事例への対応件数が記載されているがこれは延べ件数なのか。また、各事業所によって随分、困難事例の件数が違うが、何をもって困難事例としているのか伺いたい。市で基準等をつくっているのか。
〇海野障害者福祉課主幹兼係長　困難事例については、その方への支援が難しいということで、いろいろな関係機関を巻き込んだ事例、長期間にわたる支援が必要であるという事例として、取り組んでいるものということで理解をしている。

〇中村委員　各事業所では、そういう認識で困難だと判断をしているということですね。すごく件数に差があったので、疑問に思った。この件数を持ってよくやっているとかやっていないという評価ではないと思うが、どういうふうにとらえているのか。
〇畠山委員　うちの事業所はかなり多い。以前、静岡市に困難ケースとはどういう基準かと確認したことがあった。その際の回答としては、それぞれの事業所の判断も１つあるが、必ず会議を開いていること、数回、会議をしても方向性が見えなくて解決されない場合が困難ケースであるという話があった。
私どもとしては、特徴的なこととして、解決しないで残っている虐待ケースが何件かあり、それをカウントすると、こういうことになってしまう。駿河区の課題でも出しているが、虐待防止法が始まって初めてのケースがまだ解決していない状況があるので、それらをカウントしている。
〇鈴木委員　私どもも、困難事例としては、関係機関でケース会議等をしてもなかなか解決できない事例、その方だけではなくて、周りの方も一緒に支援していかなければならない事例を困難事例としている。日々の相談の中から出てくる困難ケースについて、関係機関を巻き込んで解決していかなければならないということで、時間もかかり、困難につながるということである。
○中村委員　この件数を持って、どうこうという評価ではないと思うが、評価資料として配布されたものを見て、何でこんなに違うのかというのが、率直な感想です。計画相談も始まり、委託相談には当然、今後、困難ケースが多く寄せられると思う。件数として報告するのであれば、共通の統一した基準があった方が比較しやすいと思う。

〇海野障害者福祉課主幹兼係長　この件に関しては、基本的な方針を皆さんと協議をして決めていきたいと思っている。

〇鈴木委員　事業評価のアンケートについて、昨年もそうだったが、回答がいい方についているように見受けられる。私たちもアンケートお願いするときに、知的障害のある方だと意味がわからなくて、どう書いたらいいか聞かれる。意味がわからなくて「どちらでもない」にするのか。欲を言って「いい」にして、事業所側が言うこともできない。評価資料の中にアンケートを入れるならば、もう少し工夫をしていただきたいと思う。
〇江原会長　アンケートについて、もう少し工夫が必要だということですが、ご検討よろしくお願いする。

今回は評価部会として検討していただいたので、これまでとは違った形で、区外の事業所同士の情報共有ができたという報告もあった。そういった意味では、今回の評価の方法はよかったと思う。

〇中村委員　計画相談が本格的にスタートしてきた。委託相談と計画相談の役割分担、連携についてお尋ねをしたい。計画相談が本格的に始まったことに対して何か影響はあったのか、変わったことはあるのか。
〇鈴木委員　私自身も委託相談と計画相談を半々やっている。委託相談の中でサービスを利用したいということになると計画相談につなげる。計画相談の担当者は計画相談をたくさんやらなければいけないということで、それに追われがちである。１人の相談に委託と計画の担当者２人が動くことがある。困難事例については余計にそうである。言い方はおかしいですが、手間がかかるような傾向になっている。今後は、計画相談が委託相談もやるということの方がスムーズにいくのではないかと思う。
今回の事業者評価では、ヒアリングということで聞き取りを行った。これは、とてもよかった。日頃、相談業務を行う中で、忙しく行政に言えないこと、相談できないこと、時間がなくてできないことをヒアリングによって聞き取っていだくことができて、とてもよかったと思う。

〇江原会長　言いっぱなしで終わらないように、いろいろなにところで高めていくことが必要だと思う。課題、意見の部分についてもしっかり対応していただきたい。

〇望月委員　今回初めて自立支援協議会委員の方も部会に入っていただいたので、感想を聞いてみたい。

〇青野委員　今回、身体障害の委託相談に対応する事業所さんのヒアリングに参加させていただき、いろいろ現状についてお話しを伺った。皆さん、いろいろ取り組みをされていて、ネットワークも広がっていて、活動的にやられていた。また、身体障害だけでなくて、知的障害、精神障害の方にも対応もされている現状を聞き、いろいろなノーハウが必要であったり、連携が必要であったり、夜遅くまで業務をされていると推測され、大変な業務だと思った。

計画相談、委託相談の連携体制が、地域の中でどのようにできていくのかということが、ひとつの課題ではないかと感じた。事業所同士の連携も図りながら体制をつくっていく、取り組みについても意識を持ってやっていくということを、確認させていただいた。非常にいいお話が伺えてよかったと思う。
〇長谷川委員　私も、初めて知的の相談事業所４事業所にヒアリングをやらせていただいた。委託相談は、24時間365日をサポートしていかなければならないという大変さはわかっていたつもりではあるけれども、直接、相談員の方々から聞くと疲弊しているなということが第一印象でした。目の前に困っている方がいる限り、訪問や同行などいろいろな形で対応しなければならない。中には家族支援まで発展してしまうケースもある。

相談支援が始まった頃から比べると、それぞれの相談支援事業所の独自性が出ているという感じがする。これからは、ますます困難ケースも増えてくると思うので、それぞれの専門性をさらに打ち出して、専門性の中で効率的に相談を処理していくという形にしなければ大変だと思う。そのためには市側の加配制度等のバックアップ体制が必要だと思う。相談事業所だけに押し付けるのではなくて、我々、通所事業所も一体となって静岡市の障害福祉をどう進めていくか、皆で考えていかなければならない。相談事業所ばかりに責任を被せるのは、ちょっと違うのではないかと感じた。
〇望月委員　評価結果について、評価できるところは〇、要望・意見は●になっているが、●の部分については、今後どうしていくのか、確認させてください。

〇海野障害者福祉課主幹兼係長　いろいろな課題が出ている。大変難しい問題があるので、一概にすぐに解決するというわけにはいかないので、関係機関と協議をしてどういうふうに進めていくか検討していきたい。

〇江原会長　質問・意見等を打ち切ります。
具体的なものについては、今後進めるということで、言いっぱなしということはないようにしていただきたい。

（６）議題　

【議題(2) 平成26年度　静岡市障害者自立支援協議会部会の報告について】
〇江原会長　それでは、次に、「平成26年度　静岡市障害者自立支援協議会部会の報告について」ご審議願います。

事務局から説明をお願いします。

なお、相談支援事業評価部会につきましては、先ほど事務局から報告がありましたとおりですので、ご了承願します。

（障害者福祉課　海野主幹兼係長より説明・別紙資料のとおり）

〇江原会長　ただいまの説明に対して、質問・意見等はありますか。

〇長谷川委員　地域課題プロジェクトの強度行動障害について、実態調査では18歳未満85人、18歳以上109人という結果であるが、これは氷山の一角なのか。

また、「入所児童地域移行支援会議」というものをこれから立ち上げるということであるけれども、「者」についてはどうするのか。「者」の場合はもう地域へ出てしまっていて、その困り度というのは喫緊ではないかと感じているが。
〇堀越静岡市障害者協会事務局長　プロジェクトの中で座長を務めさせていただいている堀越でございます。

　児童の数としては、特別支援学校では各学年に行動障害のある方は５、６人いるということであるので、６・３・３倍していくと、80、90人で動かない数だと思う。成人については、回答事業所が少ないので、もう少し数としてはあると思う。
そういう中で、まずは行動障害について対応できる、知見を持っている支援者をできるだけ増やしていこうと。アンケート結果にもあるように、視覚的構造化を行っているのは約４割、決して大きい数字ではない。障害者虐待防止の県研修会においても、厚生労働省の専門官は、ＴＥＡＣＣＨのおさらいを２、３時間やっている。それを聞いている400人くらいの受講者は、「あっそうなんだ」というような顔をして聞いており、障害福祉サービス事業所の専門性から見ると疑問を持たれかねないので、まずは勉強していこうということである。
市の障害福祉計画、障害者計画の中に人材養成について盛り込まれているので、今後、制度的に実施をしていただけるのではないかと期待している。相談支援の窓口としても強度行動障害を理解し、どこに行ったらいいのか、どんな支援をしていったらいいのかということも必要である。加えて、児童相談所も強度行動障害の子どもに対してどういう支援を家庭でしたらいいのか、皆で連携をしていかなければ、なかなかこの問題は解決しない。
〇江原会長　移動支援プロジェクトについて、進捗状況、今後の予定等ありましたらお願いします。
〇山本委員　移動支援のヘルパー養成については、非常に画期的だと思っている。これを静岡市からどんどん進めていきたい。今年度、知的障害の養成研修を２回実施し、来年度以降については、研修をどういうふうに組み立てていくか。精神障害や全身性の方のヘルパーをどうやって増やしていくか。自立支援給付事業では、資格要件がはっきりしているので、簡単に増やすことはできないが、市の地域生活支援事業としての取り組みによって増やすということは、この先を考えた時には必要なことだと思う。
全身性の方の移動支援従事者は、ヘルパー２級以上の資格を必要とし、全身性のガイドヘルパー養成研修の受講も必須とされているが、静岡市内では、全身性のガイドヘルパー養成研修は今年度行われないという実態もあり、ヘルパーを増やすための方策もない現状である。移動支援事業の実施要綱を実態や現状に合うような見直しができれば、本当に整った移動支援サービスになっていくのではないかと考えている。
〇江原会長　ぜひ進めていっていただきたいと思う。

次に、権利擁護虐待防止部会について、今後の取り組み等があれば伺いたい。
〇西尾委員　権利擁護虐待防止部会では、２月20日に検証会議を行うことになっている。なかなか解決するところまではいかない事例について、どういう方向を持っていけばいいのか、現状を部会で検証するということである。

〇望月委員　地域課題検討プロジェクトであるが、児童に対する継続した支援について、もう少し細かな説明をしていただきたい。
○森下障害者福祉課副主幹　このプロジェクトの事務局を務めさせていただいているので、児童に対する支援の内容について、お話しをさせていただきたい。
児童福祉施設に入所している児童が成人等になって地域へ戻る。そもそも児童福祉施設に入所しているということ自体、障害が重い、家庭環境がその子を介護をすることができない等、さまざまな問題を抱えている児童が児童福祉施設に入っている。そういう子供たちが静岡市に戻ってくるとき、在宅での支援が難しい、続いて入所できる施設がないということで、非常に困難を来している状況がある。また、こういう子供が戻ってくるよという情報も障害関係部署に早めに下りてこない。数か月後に、この子供が地域へ戻るよという情報をいただいた後に、入所施設を探す、在宅支援をどうしたらよいか検討することは非常に難しい。

児童福祉施設から戻ってくる子供たちに対して、何とかスムーズに施設入所なり、在宅生活を続けられるよう、関係機関である児童相談所、障害者福祉課、各区生活支援課、相談支援機関も含めて、移行支援会議を開催し、早めの情報収集により、その子についてどういうふうに支援をしていくか検討していく。たとえば、家に戻らざるを得ない場合には、家庭の生活環境であるとか、保護者の支援も含めて早めに対応する。施設もすぐには入所できない状況であるので、早めにいろいろな施設を探す、お試し利用することができるような体制づくりについて協議している。

体制図案はできているが、最終的な決定には至っていないため、本日は資料として配布することはできなかった。さらに調整を進めて、できれば来年度からこういう体制で進めていきたいということで調整しているところである。
○望月委員　行動に課題のある障がい児者の実態調査について、問２の表「強度行動障害判定基準表」は、10点以上あれば行動援護対象者ということになる。介護給付を受けることになると支援区分が必要になるため、行政においても、10点以上の人がどのくらいいるかということはわかっているのではないか。事業所に対する調査を行うと同時に、行政でもできる調査があると思うので、その辺の実態の数を出していただく方が正確な数字が出てくるのではないか。障害福祉計画にも絡んでくると思うので、事業所へのアンケート調査ばかりではなくて、行政においても調査をきちんと行ってほしい。
〇江原会長　それでは、質問・意見等を打ち切ります。

（７）議題　

【議題(3) 行政区障害者相談支援連絡調整会議における地域課題検討について】
〇江原会長　それでは、次に「行政区障害者相談支援連絡調整会議における地域課題検討について」ご審議願います。

各区から提起された課題につきまして、順次、説明をお願いします。

（望月障害者生活支援センター城東相談員、李ひまわり事業団ピアサポートセンター相談員、萩原清水障害者サポートセンターそら相談員、花畑障害者相談支援センターわだつみ相談員から説明、畠山委員から補足説明・別紙資料参照）

〇江原会長　ただいまの説明に対して、質問・意見等はありますか。

〇望月委員　資料３－２＜地域課題２　サービス等利用計画、障害児支援利用計画の充実について＞の概要の中に「現に支給見込みのないサービスの記載は行政から疑義をはさまれるなどの事例もある」と書いてあるが、具体的にどういうことなのか伺いたい。
〇堀越静岡市障害者協会事務局長　利用者又は利用者のご家族は、静岡市の標準支給量の表を持っていない。サービスの種類があれば、自分の生活を構築するために相応の時間数支給の要望がある。本来、サービス等利用計画の中にそういうものは１度盛り込み、次の段階で、区分的に使えるもの使えないものがあったり、標準支給量を超す場合があって、調整をしていく。サービス等利用計画のマニュアルやテキストには、使えなかったサービスこそちゃんと書いておく必要があると。しかし、それが書いてあると、サービス等利用計画に基づいて支給するため、余り書いてほしくないと区の生活支援課や障害者福祉課で言われたことがあった。サービスがないということを相談事業者としては書き留めておきたいが、サービスがないことを書き留めると、「どうも･･･」と言われるのは困る。サービスがないことを集積していくことが、また、自立支援協議会の地域課題へつながるのではないかと思っている。
〇望月委員　行政の方から、きちんと説明をいただきたい。

〇長田障害者福祉課主幹兼係長　最初に提出するサービス等利用計画については、標準支給量にあった形で出してくださいという依頼をしている。出してくる中でないものがあったとしても、一旦は受け取り、「これはどういったことですか」と区の生活支援課担当者からの質問がある。支給決定のときには、現実的にないものについては支給決定しない形になっている。
〇望月委員　本人のニーズはこれだけあって、こういうサービスを使っていくと、本人の生活は成り立つけれども、市でつくっているガイドラインを超えた場合は支給できないので、我慢していただくということなのか。
〇長田障害者福祉課主幹兼係長　現在は、そのようなで標準支給量を上回る支給というものはない。

〇望月委員　ニーズをきちんと聞いている計画相談の方々が、これだけの支給量があったら、この人の生活は落ち着く、安定するということでつくった計画を、ガイドラインに合わせて削った部分についてはどうするのか。こういう支援が必要だということで蓄積し、ガイドラインを変更していくのか。
今の話を聞いて、委員の皆さんはどう考えたのか伺いたい。

〇長田障害者福祉課主幹兼係長　相当数の人間が標準支給量に疑問を持った場合には、ガイドラインの変更もあり得ると思うが、個々の人間がガイドラインを超えた支給量のサービスを求めている場合は、非定型の審査会へかけていただく。初めは標準支給量の中で実際にやっていただき、それでもやはり支援が必要であるということであれば、非定型の審査会にかけ、妥当かどうか審査委員の意見を聞いて区の生活支援課で決定している。
〇中村委員　相談支援専門員が計画相談の中で、この方にはこれだけのサービスが必要だと計画することが、相談支援専門員の役割だと思う。それを区の生活支援課の方とやり取りをして、どうしても必要だということになった場合、あくまでも標準であるので、最初からガイドラインを超えたものを非定型で審査するやり方ではいけないということですね。最初は、まず標準支給量でやってみて、それでもやはりオーバーするということであれば、その次に非定型という順序なのか。

〇長田障害者福祉課主幹兼係長　そのとおりです。

〇鈴木委員　非定型にかけて支給量を多くしてもらったケースとしては、緊急性があるということでやらせていただいたことがある。その方の希望する生活を計画するためには、非定型にかける場合は、書類も多く大変だが、誰も彼もが「たくさんほしいよ。」「はい、そうですか。」ということではなく、非定型にかけて支給量をもらうという形が適当だと思っている。最初はガイドラインに沿って出して、それで足りなければ、非定型審査会にかけてもらう方法しかない。
〇佐野委員　サービスを利用する立場からお尋ねしたい。
もともとサービス等利用計画は、国連権利条約の批准をしたいと言ったとき、まだまだ国内法の整備ができていない。早過ぎる、法の整備をしましょうという中で、障害者が健常と言われる人たちと同じように権利と尊厳を持って生きられるという仕組みのひとつとしてできたものです。

区の窓口へ行ったら、ある中でやりなさいというのは、そもそも違うのではないか。そういう考え方で、行政がサービス等利用計画を考えているとしたら、とんでもないことだと思う。サービスがないとしたら、どんな工夫をすれば、それが可能になるのか。相談支援事業所の方たちは、その部分を苦労してやっているので大変なんです。
あるはずのサービスがない、財政がないから、人がいないからという問題はあるが、その中でどういう工夫をしていくかは相談支援事業所とそれをバックアップする行政の役目です。区の窓口に行ったとき、代替案を提案していただきたい。この代替案について、「当事者の方はどうお考えですか」というようなやりとりしながら、対応していただきたい。当事者の意見は、大切にされると言いながら、どこかでいつも阻害される、蚊帳の外に置かれてしまう。「今の制度の中にも、福祉サービスの資源の中にもないけれども、あなたが希望する100%はできないが、20%、30%ずつ加えていって、あなたの望むことができるようにするから、これではどうですか」というようなやりとりをしていただきたいと思う。
第４期の障害福祉計画のための見直しがやられているが、見直しの部分にこれについては、行政としても課題としていくべきだと思う。
また、障害福祉計画の中に入れていただきたい、根本的に見直してほしいと思う点がある。
先ほどの強度行動障害のデータを見ると、変化のある時期とか人間が成長する段階において心理的な変化がある時期が突出している。強度行動障害は環境的なものに起因することがほとんどであり、幼児期からの支援をどうしたらいいかという一番大切な部分が見えてこない。浜松市では、もっと細かいフォローのために、地域に小さな子どもセンターが点在している。大上段に構えるのではなくて、相談支援の一環として、そこに来た人がグレーゾーンだったら、グレーの中で今何をすればいいのか具体的な相談支援が受けられる。専門家がそこにいて、医療とも連携している。そういう体制があると、成長段階において強度行動障害が出てきたときに、またそこに戻ってアドバイスが受けられるという体制がある。成人になって出る、思春期になって出るというのは、強度行動障害にはないので、幼児期の療育・相談はとても大事だと思う。静岡市は本当にこれでいいのか、そこの手厚さを振り返っていただきたい。

課題となっていることの元はどうなっているのかといことを、第４期の計画に反映させてほしい。
〇山本委員　介護保険だと要介護度によって単位数が決められ、本人の希望というよりは、必要な介護量によって、これだけのサービスを利用しなさいと決められている。障害の方は、ガイドラインがあるにしても、非定型にかけることができて、本人の生活に合わせた必要なサービスに対するニーズがあれば、支給量を増やすことができる。障害支援区分によってガイドラインの支給量が変わってくる。医学モデル、個人モデルによって、あなたはどれだけくらいの支給量が必要ですという数字が出るので、サービス等利用計画に社会モデルの本人のニーズが盛り込まれ、審査会で認められて支給量が増えるということは仕方ないと感じている。
しかし、支給してもサービスが利用できないという現状の問題はある。計画の中で、本来使いたいものは何で、使えるものは何という、そのギャップを積み上げてサービスを増やす、事業所を増やす、そこで働く職員を増やすということを課題として考えていかなければ、支給されても利用者が自分が使える事業所を選ぶことができない。就労継続支援Ｂ型、放課後等デイサービスなど、どんどん事業所ができるサービスも中にはあって、利用者を呼び込むような事業もあるけれども、本当に足りていない、利用できないサービスもある。そういうところをどう増やしていくか、サービス等利用計画の中で課題を上げるような仕組みをつくったらいいと思う。
〇望月委員　そもそも、非定型の審査会があるということ自体がおかしな話だと思う。市が決めたガイドラインに沿った方は定型です。ガイドラインを超えた方は非定型だと。区の窓口の判断で、これだけの支援が必要ですねということであれば、支給決定してくれればいいのではないか。静岡市の方は、財政がとか、お金がないという話になるが、障害がある方が地域で生活していく中で、パッケージに沿った生活を行政が決めていいのかどうか。その人に必要だと判断される支給量であれば、決定するのが普通のことではないのか。

○山本委員　本当にその人のニーズに合っているかどうか、相談支援専門員の評価の仕方も異なる生活支援課の窓口においても、職員１人で判断できるかどうか。人によって対応がかわってしまっては困るので、大きくガイドラインをはみ出るものに関しては、やはり専門家の意見を聞いて、妥当な量を判断する仕組みはあってもいいと思う。

○望月委員　第三者の方がきちんと判断することは必要だと思うが、ガイドラインを定めていて、区分６で在宅生活、お父さん、お母さんが元気で、おじいさん、おばあさんがいて、支援者がいると支給量がぐっと下がる。ガイドラインを決めること自体がおかしい。確かに青天井で24時間365日支援が必要ですとして、支給決定をすることが必要な人もいれば、必要でない人もいる。判断するところは必要だとは思うが、定型とか非定型とか一定のガイドラインを静岡市がつくることが、もともと違うのではないか。
○牧野静岡市障害者協会会長　非定型の仕組みの概要と審査会に私も参加しているので、少しお話しさせていただく。
静岡市で設定したガイドラインはあります。相談支援事業所には配られているが、公にはなっていないので、利用者がセルフプランでとなった場合には、大きくガイドラインを超える場合はあるかもしれない。セルフプランにしても、計画相談にしても、案としてつくってきたサービス等利用計画があって、案は案として受け止めると思うが、ガイドラインがこのくらいなので、受け取ることはできませんという話は生活支援課の窓口ではある。第一段階としては、ガイドライン以内の数字で支給決定をし、ある一定の期間を過ごした後、やはりこれでは足りないということになると、生活支援課が持っている裁量で、理由が認められれば、２か月間、支給量は１．５倍になり、少し増ができる。非定型の審査会では、生活支援課が考える積み上げ方式の数字とサービス提供事業所や本人の数字、そことは関係のない独立した相談支援機関の数字、３つの数字が出てきて、審査会でどの数字が妥当かどうか議論を重ね、審査会の意見を出す。最終決定は生活支援課で行う。

３６５日支援が必要な場合は、１か月、７４４時間ですが、年に何件かはあり、今、５００時間を超えている人たちは、５人から１０人の間でいる。ガイドラインを超えている方は、２０人から３０人くらいいる。この仕組みは、ほかの市町ではなく、非常に制限的な対応になっているが、公平性は高いと思う。定型審査会は障害支援区分を決める会議、非定型審査会はガイドラインを超えた時間数を協議する会議です。本人のニーズに合わせた妥当な支給量の決定について、５人の審査委員で議論しているので、静岡市としては適切な形でやっていると思う。
〇青野委員　そういう流れで私どもも、日頃の相談支援事業を行っているが、施設からアパートに住むために500時間の支給量が必要な人について、１か月ガイドラインの中で対応しなさいと。実際問題、悲惨なアパートに住んで、どうしてもそこしか借りられない、外出もままならない状態の人が１か月定型の中でやって、我慢をして過ごせるかどうか。我慢して過ごせない、それ以上の支援が必要だというとき、どこも支援をする場所がない。誰が支援するのか。相談支援事業所がヘルパーの代わりに行けばいいのか。そうもいかないだろう。施設を出たいという人にとっては、すぐさま支援が必要で、そこのタイムラグは非常に大きな阻害要因になっている。本当に必要なものは、計画をしたときにどうしても必要なんだ。明日からこの人は社会に出るんだ、明日から支援が必要だと。計画をつくって、事業者も人を決めて支援できる体制をつくっていかないと、その人の生活は成り立たないということをもう少しわかっていただきたい。非定型のものが出てきたら、実際に行動する前から審査をして、必要だということで支給決定していただけるようなシステムに変えていただくことが必要ではないかと思う。
私たちも、実際、法人のボランティア的な支援で対応する場合もある。自費をとるところもあるかもしれないが、とても自費をとれるような人たちばかりではない。法人で持ち出しできるところはいいけれども、そういう法人ばかりでもはない。これからも社会で生活をする人を増やしていく、社会生活ができる機会をすべての人が保障されるような社会になるためには、すぐに体制を整えていけるものにする必要があるのではないかと思う。
〇江原会長　さまざまなご意見がありましたけれども、サービスが根本的に不足しているという問題も含んでいるので、これについてはぜひご検討していただきたいと思う。

〇望月委員　資料３－３＜地域課題２　行動に障がいのある人への支援と福祉サービスの基盤整備について＞、確認させていただきたい。
市外の児童施設に入所している方が、18歳という年齢を迎えるに当たって退所する。そもそもこのケースは誰が管理をしているのか。18歳の誕生日を迎えた途端、生活支援課へ移っていくのか。退所して地域へ戻る、次の行き先が決まるまで児童相談所で管理しているのか。児童施設に入所している方のケースの管理はどのようにしているのか、説明していただきたい。
〇内山児童相談所長　児童相談所では在宅、地域へ戻るとことについて、つなぎを入れるということで、今までは福祉事務所との連絡は個々にやっていたが、昨年度から全体として連絡会議を開いている。そこでは、加齢児はどのくらいいて、どんなに現状か連絡会で協議し、後は個々にケースについて区の生活支援課と協議している。
〇望月委員　児童施設へ入所される方はいろいろいると思うが、この方のケースは小学２年生から施設に入所されていて、１０年くらい経過し、児童施設の対象でなくなるので、次を探すのか。そもそも施設に入るというのは、本人が行動障害で環境になじめなくなって、在宅生活が難しくなって入所する場合とお父さんやお母さん、ご家族の養育能力が不足しているので、入所していただく、いろいろなケースがあると思う。18歳になったから戻ろうかということではなくて、入所したときから、いつ静岡へ戻すか協議するのが普通だと思うが。
〇内山児童相談所長　18歳まで入所しているというのは、逆にいろいろな家庭の問題等があって戻れず、ぎりぎりまで来てしまったという場合が多いと思う。家庭の問題が学齢期のもっと小さいときに解決できれば、戻ってくる。
〇望月委員　自宅へ戻ると福祉サービスが入ってきて、生活支援課の協力が必要になってくると思うが、ケースの進行管理は、児童相談所が主になっているのか。また、市外の施設にいらっしゃる方については、今、この方はどういう状態ですかと入所施設と１年ごとに協議等をしているのか。逆に、家庭環境がどうなっているか、児童相談所の方が自宅に出向いて把握をされることはあるのか。そのとき、行動障害のある方々に対して、静岡市の障害福祉サービス事業所に協力をしてもらって、アセスメントをして、地域へ帰るときにはこういう支援が必要だということはやっているのか。
〇内山児童相談所長　それらをやるために、先ほど言った連絡会があって、個別の中で生活支援課と話をしているつもりでいる。
〇望月委員　第三者の、行動障害のある方たちを支援している事業所にお願いをして、環境アセスメントをきちんとして、家に帰ってきた場合には、こういう支援が必要だということを施設の方を交えて、今までやったことがあるのか。
〇内山児童相談所長　生活支援課と私どもと事業者が入ってやっていると認識している。
〇花畑障害者相談支援センターわだつみ相談員　自分が対応したケースしかお答えできないけれども、このケースに関しては、児童相談所さんと入所されている施設の方との調整は相談支援事業所に託されるということが多かったので、課題として上げさせていただいたという経過がある。

〇望月委員　うちは、行動障害の方々の支援をきちんとやっている事業だと思っている。今まで静岡市の方からこんなケースがあるけれども、相談にのってもらえないかという話を受けたことは一度もない。行動障害のある方々を静岡市にきちんと戻すことを考えるのであれば、静岡市内できちんとやっている事業者を呼んで、こんな人がいるけれども、どうでしょうかというような話をしながら、サービス提供をするという仕組みづくりをしていただきたいと思う。

〇江原会長　質問・意見等を打ち切ります。

今のご提案ですが、具体的な連携についての仕組みづくりをご検討いただきたいと思う。

（８）報告事項　

【報告事項　第4期静岡市障がい福祉計画案について】
〇江原会長　次に、報告事項に移ります。

「第4期静岡市障がい福祉計画案について」、ご報告をいただきたいと思います。

　事務局より報告願います。
（蝦名障害者福祉課補佐兼係長より説明・別紙資料のとおり）
〇江原会長　ただいまの報告に対して、質問・意見等はありますか。

〇望月委員　資料４－４のＮｏ．５の意見に「第３期Ⅵ計画の期間と達成状況の点検及び評価の２の（２）で本計画の進捗状況を静岡市障害者施策推進協議会及び静岡市障害者自立支援協議会に報告し、客観的かつ多角的な点検及び評価を行い」ということが書いてあるが、実際はやられていない。私たちのところに、こういう計画をつくりましたので意見をくださいということで、意見を聞くだけ聞いて、こんな形ですという報告自体、出てこなかった。今回このよう形になってしまったということを反省をしていただいて、自立支援協議会の中で障害福祉計画の位置づけをしていただきたい。
〇蝦名障害者福祉課補佐兼係長　第３期については反省しまして、次期からは国の指導にもあるように、施策推進協議会と自立支援協議会と役割分担をしていただき、自立支援協議会においては各年度報告をして、そこで助言をいただくという形にさせていただきたいと思う。
〇望月委員　計画の中で意見として出したが、行動援護の事業が平成29年までずっと増えていかない計画になっている。行動援護については平成27年度の計画値が380時間、平成29年度も増やせないのか増やさないのか380時間となっている。重度訪問介護についても増えない。平成26年４月から重度訪問介護の対象者が拡大をされていて、行動障害のある方々が重度訪問介護の対象者になっているにもかかわらず、計画の中では増えていかない。先ほどのお話しも踏まえて、もう少し見直すことはできないか。

〇長田障害者福祉課主幹兼係長　重度訪問介護、行動援護については、直近、平成26年10月までの数字の推移を見守っていた中で、行動援護事業者は４業者しかなく、ヘルパーの参入も難しいということで、こういう数字になっている。潜在的なニーズがあることは確認できるが、その数字が果たして幾つなのか推測できないため、こういう形で数字を上げさせていただいた。
〇望月委員　先ほどのアンケートの中でも、行動援護の対象者は196人いますという結果が出ている。たぶん、行政の持っている資料の中でも、もう少し多く行動障害の人たちがいて、行動援護の支援が必要な人たちがいると思う。行政として事業者の誘導をどうしていくのか考えながら、計画は立てていくべきだと思う。この間、障がい者ヘルパーネットワーク静岡で重度訪問介護の対象者を拡大しましたというお話しをしていただいたが、対象者のイメージ像や支援を必要としている数を調査し、どうしたら事業者を誘導していけるか。机の上で考えていても始まらないので、事業所を巡ったり、事業者に相談をしていただきながら、一緒に協働してやっていただきたいと思う。
〇江原会長　質問・意見等を打ち切ります。
この問題だけではなく、さまざまなところで、ぜひ連携をとりながら進めていただきたい。また、今後は自立支援協議会に対して、報告をし、協議していくということでお願いしたい。
以上で、本日予定しております内容は終了となります。

委員の皆さんにおかれましては、円滑な進行にご協力いただきましてありがとうございました。

（９）閉会
〇江原会長　これにて、平成26年度第２回 静岡市障害者自立支援協議会を閉会します。

ありがとうございました。


